事業適合性判定（第２号）申請書
２０１○年○○月○○日
日本知的財産仲裁センター　御中
　申請人  （※注1）
住所（居所）　　　
氏名（名称）　　
（代表者）　　　　　　　　　　　　　印
　　　連絡担当者　部署　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　
ファックス番号　　　　
電子メールアドレス　　
　申請人代理人　（※注2）
      住所（居所）
      氏名　弁理士（／弁護士）　　　　　　　　印
　　　電話番号
　　　ファックス番号
　　　電子メールアドレス
　　　  
１　申請の趣旨　
　　別紙申請対象事業説明書(※注3)記載の申請人の製品/方法が抵触することにより判定対象事業に影響を与える可能性のある他者の発明又は考案の有無につき，別紙第１号判定書/別紙特許調査報告書に基づく，理由を伴う，判定を求める。
２．判定対象事業の内容
別紙申請対象事業説明書記載のとおり。
３．他者発明等に関する資料
事業適合性判定平成○○年第○○○号第1号判定書（添付文書を含む。）記載のとおり。/別紙特許調査報告書記載のとおり。
４．添付資料 
(1)申請書副本（※注4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２通
(2)申請対象事業説明書      　　　　　　  　　　　　正本１通，写し２通
(3)同意書（※注５）　　　　　　　　       　　　　　　　　　正本１通
(5)代表者の資格を証する書面（※注６）　　　　　　　　　　　　正本１通
(6)代理権を証する書面（※注７）　　　　　　　　　　　　　　　正本１通
 (注1)

申請人が法人の場合であって代理人がいない場合には，添付書類として提出する法人資格証明書において代表者として登録されている者を申請人の代表者として記載し，代表印を捺印すること。但し，代理人がいるときは申請人代表者の捺印は不要である。
申請人が法人の場合，後の手続において必要となる書類，例えば特許調査結果に対する同意書等も，①と同じ代表者名で作成し，代表印を捺印する。
【連絡担当者】
　申請人代表者と担当者とが異なる場合には，必ず連絡担当者の連絡先を記載すること。申請書受理後の方式又は内容の補正は連絡担当者名によって行ない，再度の代表者印の押捺は不要である。
（注2）
　代理人がいる場合にのみ記載する。連絡場所を記載すること。
（注3）事業適合性判定（第1号）申請書書式注3の記載例を参照のこと。第1号判定手続きにおいて提出済みの場合は重複添付は不要。
（注4）申請書は，紙媒体の正本１通及び写し２通を提出するほか，電子媒体でも提出すること。その際，添付書類のうち，電子化可能なものは，できるだけ，同じ電子媒体に記録すること。電子媒体の提出は，e-メールまたはＣＤ－ＲＯＭ（正副計3部）による。「写し」とは，正本（捺印が必要な正本の場合は捺印済みの正本）のコピーであり捺印不要。写しの部数は判定人の数（2通）とする。
（注5）　判定人，外部調査機関を交えた面談を終えた後に提出する。副本は不要。
（注6）　申請人が法人である場合に提出する。副本は不要。第1号判定手続きにおいて提出済みの場合は重複添付は不要。
（注7）　代理人を定めた場合に提出する。副本は不要。なお，代理人が２人の場合において，１枚の代理権証明書（委任状）に２人の代理人を記載しているときは１通となり，代理人ごとに個別の委任状があるときは各１通（計２通）となる。第1号判定手続きにおいて提出済みの場合は重複添付は不要。
［以上］
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